
様式第９（第14条関係） 

 

証      明      願 

 
平成３０年 ７月 １日   

   宮崎県知事     殿 

 

免 許 番 号 宮崎（３）９３２０号（平成２６年８月２５日） 

事務所の所在地 宮崎県宮崎市恒久１－７－１４ 

商号又は名称        株式会社●●ステーション 

代 表 者 氏 名        代表取締役 大淀 赤江 

届 出 者 住 所        宮崎県宮崎市大淀○－○○－○ 

      氏     名 大淀 赤江             

 

 

 宅地建物取引業者営業保証金規則第８条第１項（第２項）に規定する申出書の提出が

なかつた旨を証明してください。 

申請者と元免許業 
者 と の 関 係 本人・相続人・破産管財人・清算人・元役員 

そ の 他
(   )

 

取 消 年 月 日 平成２９年１０月３０日 取消し理由 廃止 

営 業 保 証 金 の 額 １０，０００，０００円 公告年月日 平成２９年１２月１６日 
官報 号外第 ×××号 

 

証      明      書 
 宅地建物取引業法第30条第２項の規定に基づく公告後  月を経過したが、宅地建物

取引業者営業保証金規則第７条第１項第３号（第２項第３号）の申出書の提出がなかつ

たことを証明する。 
宅地建物取引業法第30条第２項の規定に基づく公告後  月以内に宅地建物取引 

  業者営業保証金規則第７条第１項第３号（第２項第３号）の申出書の提出があり、 

  その債権総額及び内訳は、下記のとおりであることを証明する。 

 

債権総額金        円 
内 訳 

       年  月  日 
宮崎県知事        □印    

記入例 

（第１項）債権発生の申出書の提出がなかったとき 
（第２項）債権発生の申出書の提出があったとき 
該当しないものは見え消し又は削除 

証明箇所。申請者は何も記入しない。 

公告の翌日から起算
して６月以上経過後 

この記入例は、他書類記入例と連動しています。 


